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日本の高等教育計画
尾形意
昨年の12月，文部省の大学設擬群議会大学設侭計画分科会から，「高等
教育の計画的整備について」と題する報告が発表された。1976年の３月，
高等教育懇談会は，1980年までの５カ年間，大学・短大等の新増設や定員
増を抑制する提唱を行なったが，今回の報告はこの抑制をさらに1986年ま
で継続することを骨子としたもので，前回と同様，近く国会の審議を経
て，私立学校法の一部改正という形で法制化されることと思われる。こう
した'､抑制〃については私大経営者団体，教職員組合，学界など，それぞ
れのなかで，相異なるさまざまの評価がある。本稿では，このような１１抑
制〃を含む日本の高等教育計画の内容およびその背景を考察し，今後の高
等教育計画のありかたに言及することにする。
1．
本論に入るに先立ち，私たちは，学校数，学生数など，いくつかの主要
な指標によりながら，高等教育の実態を概観して糸よう。ただし，ここで
の考察は，大学および短期大学とし，高等専門学校等は除いている。
表１，表２で見るとおり，戦後日本の高等教育の高度成長は，駕異的と
いってよい。大学について見れば，学校数は1952年からⅥ抑制〃以前の７５
年までの間，２倍近くに増加したが，その主役は私立大学であり，３倍近
い増加であるのに対して，公立大学はほとんど増減がない。学生数はさら
に大きな増加で，同じ時期に４倍を大きくこえており，このうち私立だけ
ではほぼ６倍になる。この間の学生増の実に８２．４影が私学によるもので
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大学学校数．学生数推移表１
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短期大学学校数．学生数推移表２ (校，人）
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あり，このため，全学生数のうち私学の占める比重は,一貫して上昇し,同
期間に56.4％から76.4％になった。短大についても同様で，学校数は2.5
倍をこえ，学生数は７倍弱で大学より増加率が高い。学校数ではそれほど
ではないが，学生数については，全体の増加の92.7％が私学に依存してお
り，全体の学生数のなかでの私学の比重は82.3％から91.2％へ上昇してい
る。
このような爆発的ともいうべき高等教育の膨脹は，必ずしも国民の「教
育要求｣（１）をうけとめたものでも，独占資本の「人づくり」の要求にこた
えたものでもなかった。たとえば，典型的な例として，大学の経済学部を
例にとってみよう。学部別に学生数を見れば，現在もっとも多いのは工学
部であるが，これにつぐのが経済学部である。これだけの学生が，経済学
とはどのような学問であるかを知り，それを学びたいとて入学したのであ
ろうか。ほとんどの場合そうではない(2)。また，日経連などは戦後早いこ
ろから日本の大学の文科系肥大是正を要求しており(3)，現実にも経済学部
を含む社会科学系の学生の就職先は，とくに学生数膨脹の著しい60年代後
半以降，急激に販売などのグレーカラー，さらに最近はブルーカラー関連
職業の比重が増大している。資本の要求にこたえるどころか，むしろ事実
は正反対であった。
（１）たとえば日教組教育制度検討委員会『日本の教育改革を求めて」（1974,
勁草書房)。ｐｐｌ～8．これに対する筆者の批判は，拙著『学歴信仰社会」
（1976,時事通信社）ｐｐ,196～207参照。
（２）学生の大学進学動機等に関する意識調査については，松山商科大学商経研
究会「松山商大論集」第31巻第４号所収拙稿「現代の学生像と大学教育」参
照。
（３）たとえば，1954.12.23「当面教育制度改善に関する要望｣，野村平爾外編
「大学政策・大学問題・その資料と解説」（1969,労働旬報社）ｐ､525．
高等教育の膨脹の大部分が私学によって実現されたことは，当然の成り
ゆきであった。私学が私的経営としてあるかぎり，とくにインフレーショ
ンの進行のなかでは，収入増を学費値上げおよびとくに学生増に依存せざ
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るをえない。そして一方には，学歴信仰社会のなかでの，国民の「教育要
求」ならぬ「学歴要求」がある。このような私的な要求と，それへの私的
な対応とが，両々相俟って，高等教育の高度成長はもたらされた。それ
は，いわば無政府的に遂行されたのであり，「政策なき政策」の所産であ
った。
そのことは，とくに学校数,学生数の増大の著しい1965年前後を見れば，
明らかである。前の表１，表２でも見るように，６０年から70年までの10年
間に，私立大学・短大とも学校数は約２倍，学生数は大学が2.5倍強，短
大が3.5倍強となっている。この増加は，戦後のベピーブーム世代が進学
した1966年前後の時期であることが，大きな要因になっている。この年だ
けで，私立大学が26校，私立短大は55校新設された。文部省では，ベビー
ブーム世代の受け入れのため，「10万人急増対策」を提唱したが，実際に
は何ら為すことなく，私学の濫造とⅥ水増し〃入学に委ねたのであった。
1962年，これまで文部大臣との事前協議が必要であった公私立大学の学科
新設と定員増が届出制に改められたことは，私学の膨脹を容易にしたし，
また大学設置審議会と私立大学審議会による大学の新設と学部の増設につ
いての審査も，異常な急増のなかでは，きわめておざなりなものにならざ
るをえなかった(4)。
（４）拙著『私立大学」（1977，日本経済新聞社）ｐｐ５７～59参照。
このような無政府的な膨脹は肌前に見たような私学の比重の増大をもた
らした。日本は，私学の比重が大きいことでアメリカに類似するが，その
アメリカでは，逆に，戦後それが低下の一途であり，1950年の50％から７０
年の25％と半減し,80年代には20％にまで落ちこむものと予想されている。
（５）日本私学振興財団「私立大学経営研究集会報告」1975,ｐ､163．
私学の膨脹は，さらに，諸外国に見られない日本の高等教育の特殊性を
生象出す。その一つは著しい高等教育機関の都市集中であり，他の一つは
文科系，なかんずく社会科学系の異常な肥大である。ここでは大学だけを
７９ 
とって，その実態を見てウリAよう。
表３によれば，政令指定都市，なかんずく東京23区への学生の集中は著
しく，ピーク時の1965年前後は，政令指定都市全体で2んをこえ，東京23区
のゑでも半数に近い。その後は，都市の過密を反映して減少に転ずるが，
それでも，７５年現在政令指定都市で60＄をこえ，２３区の染で１Ａ強という比
､rを示している。
表３．大学学生の都市集中状況推移
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学部学生のほか，大学院，専攻科，別科等の学生を含む。
地域の区別は大学学部の所在地による。
政令指定都市は東京23区，横浜市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸
市，北九州市で，７２年以降これに札幌市，川崎市，福岡市が加わった。
各年度「基本調杢」により算出。
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文科系の肥大については，表４を見られたい。前にふれたように，財界
からはその是正について要求があり，とくに60年代に入り，技術革新・経
済の高度成長のなかで，理工系学生の増員が強く要請された。このため，
医歯系を含む自然科学系は，徐含に増加したが，それでもまだ70年で'/3に
達しない。このうち，私立だけとれば，全学生中28.3％で，弧をようやく
上回る程度である。これに対し，人文・社会あわせた文科系は国公私立全
体で2/3を占める。とくに社会科学系だけでは40影をこえ，この比率はや
や低下傾向にはあるものの，大きな変化は見せていない。私大だけでは，
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表４．専門分野別学部学生構成推移 (％） 
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注）１．人文には教員養成，家政等をも含む。なお，社会学，看護学など区分の変更のあるものもあり，人文，社会，自然の区分は内容に若干の変更が
ある。
２．出所は表４に同じ。
この比率は75年で48.7形と，半数に近い数値となる。
ちなみに，７５年における国立大学の学生数のなかの比重を見れば，社会
科学系はわずかに13.8％に過ぎないのに，自然科学系は52.8％と，際立っ
た対照をなしている。
高等教育におけるこのような社会科学系の肥大は，国際的にもきわめて
異例の姿である。表５によって見るなら，社会主義諸国では，社会科学系
の比重は多く10数％から時には数％に過ぎず，自然科学系の比重がきわめ
て高い。欧米諸国では，人文が高くなるが，社会は日本のような高さのと
ころはない。
こうした異例な学生構成は，私大が圧倒的な比重を占める以上，必然的
な帰結である。とくに文科系のなかでも，数員と大教室があれば授業の体
をなす社会科学系の肥大は，私大の私的経営という観点からは，きわめて
当然であり，私大の比重の圧倒的な日本では，それはそのまま，国公立を
も含めた高等教育全体の学生榊成に反映することになる。
8１ 
表５．専門分野別高等教育学生構成比較
(％） 
比 率
名｜年度国
人文｜社会｜自然｜その他
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注）UNESCO“StatiscalYearbook“（1977）ｐｐ,368-406により算出。ただ
しアメリカは“StatisticalAbstractoftheUS.',（1978）ｐ､169の学位授
与者数比率をもって代用。
なお，国際比較のなかには，日本の場合は短大も含まれている。短大で
は，たとえば79年の場合，本科学生中社会科学系は9.4％，自然科学系は
11.0％にすぎず，家政26.8Ｚ，教育24.2％，人文21.4％の三者が決定的な
ウェイトを占める。
2． 
戦後日本の高等教育は，量的に見るならば，きわめて急激な成長を遂げ
てきた。しかし，その過程での私学の急膨脹は，研究・教育の質的低下，
大学の非大学化・空洞化を進行させた。またその都市集中は，これまた研
究教育環境の悪化を招き，さらに文科系なかんずく社会科学系の肥大は，
新規学卒者の労働市場におけるアンバランスをひきおこした。こうしたい
わば無政府的な’１成長〃に対し，国の側からの政策ないし計画というもの
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は，どうだったのであろうか。
戦後間もない1946年の３月，来日した第１次アメリカ教育使節団の報告
書は，つぎのように言っている。
「日本の大学制度は，如何なる国の高等教育計画においても普通見られ
るような諸要素を基礎にしなくてはならぬ。そして才能ある青年を，常に
豊富に供給することが，その計画の中の一つであることは論をまたない。
高等の学問へ進む権利のあることが，国民大衆にも，また高等教育を支配
する行政機関にも，はっきりと認識されなくてはならぬ｣(1)。
（１）野村平爾ほか前掲書，ｐ４５２また，この後の1948年，教育刷新委員会で
は「大学の国土計画的配置について」という建議を行なっている。
こうした考えかたをもとにして，各都道府県に少なくとも一つの国立大
学が設置された。しかし，その後は高等教育計画という発想は絶えて見ら
れない。前にふれたように，文科系肥大の是正の声が高まるなかで，文部
省は，社会の要請に応ずる人材養成計画立案の基礎資料を作成するため，
職場における従業員の学歴別・職種別構成の現状について，４回にわたっ
て調査を行なった(2)。そしてこれにもとづき，たとえば理エ系学生の増員
の提言を行なったりしている。しかしながら，国立の大学新設や学部ｄ学
科の増設ないし私大への理科助成といった措置はあったものの，さきにも
見たように，圧倒的な比重をもつ私大を含めた全体的な計画は，皆無であ
った。
（２）1953～54年，５８～５９，６３，６８年の４回で，その結果は，「職場における学
歴構成」（1954)，「職種と学歴」（1955)，「大学と就職」（1957),｢職場の学歴
の現在と将来（第１部，第２部)」（1961)，「職場の学歴と職種構成」（1967）
および「職場の学歴と職種構成」（1971）となって公表されている。
1965年，永井道雄氏は，日本における高等教育計画の必要性を主張し，
このままゆけば混乱は免れえないと警告した(3)。６８年から69年にかけて日
本全国を吹き荒れた学園１１紛争〃の一つの重要な要因が，無計画な高等教
育の膨脹にあったことは否めない。また，たびたび社会問題となった私立
８３ 
医歯大の帆悪徳商法〃も，高等教育計画の欠如力;生んだ一つの必然的所産
であったといえよう。ようやく，1971年になって，高等教育計画という問
題は，中央教育審議会により，本格的に取り上げられることになるのであ
る。
（３）永井道雄「日本の大学」1965,中央公論社，第５章。
中央教育審議会の答申「教育政策のための基本的施策」については，筆
者は以前に，その私学に関する部分と高等教育にかかわる部分を中心とし
て，問題点の指摘を行なったことがある(4)。この答申のなかで，高等教育
の再編成は,幼児教育を含む「先導的試行」とともに，いわば('目玉商品〃
ともいうべきものであった。そしてそのなかでも，高等教育計画の必要性
は，とくに強く強調された点であった。たとえば，改革の基本構想のなか
の「高等教育の整備充実に関する国の計画的な調整」と題する部分では，
つぎのようにいっている。
「今日および今後の社会において充実した高等教育機関の設置経営に
は，国費の援助が不可欠であることを考慮すれば，一定の国の財源によっ
てその援助の効果を最大限に発揮するためには，高等教育の全体規模，教
育機関の目的・性格による区別，専門分野別の収容力の割合，地域的配置
などについて長期の見通しに立った国としての計画がなければならない。
そこで，国民全体の立場に立ってそのような計画を立案し，その実現を推
進する公的な新しい体制を確立し，この基本構想による高等教育の改革と
整備充実をはかる必要がある(5)」
（４）本誌第39巻第３号（1971.7)，「人件費補助の窓味するもの(1)－私立大学
の経営と国庫補助一」第１節。
（５）文部省「教育政策のための基本的施策」ｐＰ７４～75.
こうした基本榊想にもとづき，「国民全体の立場から緊要とされるもの
が優先的に整備されるよう｣(6)な計画的誘導・調整が，「強力な指導性｣(6)
をもって行なわれなければならない。今後の基本的施策の提案のなかの
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「高等教育の改革と計画的な整備充実の推進」という部分では，「必要な
新しい高等教育機関の設置と改革案の決定した既設のものの改組充実に対
して，優先的に財政支出を行ない，高等教育全体の改革｣(7)を実現すぺし
●●●●●●●●●● 
という。このさい大学の新設もさることながら，もっとも重要なのは，既
●●●●●●●●●●●●●●●● 
設の高等教育機関の改組充実であるとされる。これは，「弾力化された設
置基準に即し，かつ国の基本計画のわく内において｣(8)，大学と政府との
緊密な協力，双方の積極的な意欲と根気強い努力によって行なわれねばな
らないが，「急激に変動する社会は，高等教育の改革をいつまでも猶予す
ることを許さない。したがって，政府は，法制の整備の時期，政策的優先
度などを考慮して，段階的に目標年次を定め，できるだけすゑやかに高等
教育の改革を実現しなければならない｣(8)とまでいっており，熱意という
よりあせりをさえ感じさせる。
（６）同上，ｐ７５．
（７）同上，ｐ８８．
（８）同上，ｐ､９０．
このため，文部省内の組織改革を行なうとともに，「ａ）国の基本計画
の策定とその実施計画の大綱，ｂ）実施成果の評価，ｃ）大学の設置基準
のあり方と設置認可,。）既設の大学・短期大学の改組充実方針について，
文部大臣に答申または建議を行なう新しい審議機関｣(9)を設けることが提
唱されている。これをうけて，７２年６月,文部省内の大学学術局のなかに，
新しく高等教育計画課が設けられ，それと同時に，文部大臣の私的諮問機
関として，高等教育懇談会が発足した。さらに74年６月に至り，大学学術
局は大学局と学術国際局に分離されることになる。
（９）同上，ｐ､９０．
なお，－，二補足しておこう。国公私立含めた高等教育計画ということ
になると，これまで“Nosupport,ｎｏcontrol,，として放置しておいた私
学も，国の包摂のなかにおかれざるをえない。そのためには，これまでの
８５ 
私学政策を「転換｣('0）して，「公的i凋整｣(11）や「援助の効果について定期
的に厳正な評価を行なうこと｣('1)をともなう「大幅な財政援助｣(ＩＤが必
要となる。すでに，答申の前年発足した私大への経常費補助は，このよう
な意図をもってはじめられたのであった。
（1の同上，ｐ９４．
（11）同上，ｐ９５．
また，答申はその最後で，初等教育から高等教育に至る全段階にわたる
長期教育計画の策定の必要性を強調し，1980年までの10年間について，進
学率の推計その他にもとづき，教育投資額などの予測を行なっている。こ
こでは，この10年間に，大学・短大への入学者数は，それぞれ49％および
88％程度増大するものと見込まれ，８０年の予想進学率は，それぞれ31.9％
および15.3％，計47.2形となっている。私たちは，後段においてこの予想
がどうなったか，８０年の現時点で確認することになるわけである。
ところで，このように，私学政策の「転換」を含む高等教育計画が本格
的に問題にされたのは，どのような背景のなかにおいてであろうか。これ
については，筆者は別の機会に考察を行なっており('2)，ここでは簡単に
ふれるにとどめるが，これこそまさに教育と経済の対応であった。
（12）拙著「学歴信仰社会」ｐＰｌ６１～170
戦後の文教政策は，1950年代までと60年代以降で明瞭な相違がある。す
なわち，５０年代は，もっぱら高校以前に文教政策の重点がおかれていた
が，６０年代に入り，様相は一変して高等教育段階へ重点が移ってくる。
1960年代は，日本経済の高度成長期であり，世界経済の観点よりするなら
ば，ドル危機の深刻化とともに，資本と為替の自由化がアメリカから強く
要請されるようになった時期である。国内の労働市場では，中・高卒労働
力の払底と対照的に，大卒労働力は表面上は完全雇用ながらグレー化が進
行するというアンバランスが甚だしくなってきた。６３年経済審議会人的能
力開発部会は「経済発展における人的能力開発の課題と対策」という答申
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を発表し，人口の３～６％のハイタレントの選抜・育成を強調している。
あたかも，世界的な高等教育の大衆化のなかで，高等教育の計画と調整
が共通の大きな問題となってクローズ・アップされてきた('3)。“Support
butnocontrol”とされてきたイギリスの大学補助金委員会（UGC,Uni‐
バッファー
versityGrantsCommittee）も，もはや，緩衝機関ではなく，「社会主義
的な役割」さえもつ高等教育計画機関になっており，いくつかの大学の農
学部の廃止を勧告したり，工学系大学院の新設を'１財政誘導〃したりす
る。補助金の配分は全体的な計画にもとづいてなされるようになるのであ
る('4)。
（13）たとえば，』.Ａ・パーキンス１.明日の高等教育」（原一雄監訳，1976,研究
社）参照。
（14）ＵＧＣの変貌については，たとえばｉ崎谷康文｢大学補助金委員会(UGC）
の発展の概要」（文部省大学局「大学資料」第57.58合併号）参照。
このような内外の経済情勢の変化にともない，教育，とくに大学の再編
が要請され，世界的な高等教育の計画化ないし調整の指向と相俟って，こ
こに日本ではじめて高等教育計画が姐上に上せられるようになったわけで
ある。
3． 
私たちは，これから，1977年に発足した高等教育懇談会（以下「懇談
会｣）の審譲内容について検討するわけであるが，これについては，すで
に詳細な研究がある(1)ので，ここでは,前後５回にわたる報告書について，
その変遷といくつかの問題点を指摘するにとどめることにする。
（１）国庫助成に関する全国私立大学教授会連合編「私学助成の思想と法」
（1979,勁草密房）第１章（執筆者森川泉)。
懇談会から出された第１次の報告書は「高等教育の拡充整備について」
と題され，1973年３月に出された。第２次は74年３月，「高等教育の拡充
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盤術計i画について」という表題をもつパンフレットとして発表された。翌
７５年３月の第３次報告は，「昭和49年度における審議のまとめ」というご
く簡単なプリントで，一般にはあまり知られていない。同じ年の12月に最
終報告の前の中間報告が出され，これがわずかの字句の修正を経て76年３
月の最終報告となっている。この両者の表題は「高等教育の計画的整備に
ついて」となっており，「拡充」が消えている。私たちは順を追ってこれ
らを見てゆくことにしよう。
はじめに，７３年の第１次報告である。この報告では，はじめに「高等教
育の機会拡大の要請は，今後も引き続き増大するものと予想される」と述
ぺられ，今後10年間にどれだけ高等教育機関の規模を拡大せねばならない
かという試算が，地区別になされている。１０年間といえば，７６年からとし
て85年までになるわけであるが，８５４Fは進学年齢の18歳人口が丙午にあた
り，一時的に激減する年である。このため，目標年次としては不適当とい
うことで，８６年までの計画となった。
ここで目標年次の進学率をどう見るかが問題となる。iiiに見たように，
中教辮答申では80年での進学率を大学・短大あわせて47.2％と見た。しか
し，懇談会では，７２年の「28％より少なくとも10％高い」として，当面高
専ふくめ(2)40％の進学率ということで試算を行なっている。このような進
学率に対応しうる高等教育の拡充整備をどのようにすべきかが問題となる
わけである。
（２）以下懇談会の報告ではすべて高専が含まれている。なお，本節における引
用は，自民党教育改革案のほかすべて懇談会報告による。
ここであらためて，この表題に注目されたい。「高等教育の拡充整倣計
画について｣。これは翌年の報告も同様である。この拡充整備に際し，地
方での積極的な拡充を進めるため，「国公立大学とくに公立大学の役割」
を重視すべきであるという。
前に見たように，国公私立の設置者別に見た収容力はきわめてアンバラ
ンスであり，７９年現在大学で全学生の75.6形，短大で91.1％，両者あわせ
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て77.6％という圧倒的な部分が私学に在籍している。こうしたアンバラン
スの是正が高等教育計画の一つの課題となる。このほか，地域的な収容力
の偏よりの是正，専門分野別の学生構成の是正などがこの計画のなかに含
まれることになるが，その一つの設置者別の問題については，とくに公立
大学の拡充によって是正を実現しようというわけである。
こうした考え方は，当時出されていた田中元首相の列島改造論の大学版
ということで，各方面から酷評を受けた。公立大学を中心に拡充しようと
いっても，３割自治といわれる地方自治体の貧弱な財政力によっては，到
底不可能というわけである。このためか，翌年の報告では〆公立中心の提
案は撤回され，一転して国立中心という考え方になる。
第２次報告であるが，目標年次の86年の18歳人口は約186万人である。
想定進学率を40％とすれば，これに対応する高等教育機関の人学者収容規
模は約74万人になる。これは73年に比べれば約19万人増である。７３年の
入学者は国公立18％，私立82％であるが，この比率を是正して，６１年には
３０：７０にしようとすれば，要拡充数約19万人のうち国公立は約12万人，私
立約７万人ということになる。もしも，国公立と私立の比率を２５：75に是
正するとすれば，要拡充数は国公立で約９万人，私立で約10万人である。
いずれにしても，国公立については約10万人前後収容規模を増大させねば
ならない。
つぎに，これを北海道とか九州とかの各地域別にどうするか。現在（７３
年）は，その地域の進学者に対する当該地域所在の高等教育機関の収容規
模の比率が，関東の165％を最高として，最低四国の４１％まで，大きな格
差がある。今後の拡充のさい，こうした地域格差を縮小することが念頭に
おかれねばならない。また，専門分野別でも，地方の国立大学は社会科学
系の学部・学科が比較的少なく，理工系や教育系を中心としているから，
こうした点も是正される必要があろう。
この報告では，このほか，私学への助成，高等教育機関の大都市への集
中抑制，生涯教育，各種学校などにも言及がなされているが，最大の難問
８９ 
は，国立中ＪＤの拡充である。９万ないし12万人といえば，７３年から86年の
１３年として，年盈７，０００人ないし9,000人程度の増員が必要ということに
なるが，国立大学の平均規模は，７３年で963人であるから，平均規模の大
学を86年までに約100校新設せねばならない計算になる。これは絶対不可
能であろう。あたかも前年の秋の石油ショックに続いて，この年はマイナ
ス成長となり,国の財政はきわめてきびしい状況に追いこまれた。かくて，
国立中心の拡充という方向も，早々に取り下げられることになったわけで
ある。
この報告が出された直後の74年５月に，自由民主党政務調査会から教育
改革第２次案「高等教育の刷新と大学入試制度の改善および私学の振興に
ついて」が出された。このなかでは，たとえば大学の新学期を９月１日か
らと改めるとか，大学卒業という制度自体を再検討して各大学が学士等の
資格を与えることを廃止し，社会に通用する特定の資格はすべて国家試験
にするとか，大学の規模を上限１万人にしてこれ以上の大学は分割すると
か，さまざまの急進的な提案がなされている。
この自民党案は一見現実離れした印象を与えるが，その後の経過を見れ
ば，国立大学での昼夜開識制の導入，学校制度のなかでの各種学校の新し
い位置づけ，全国統一の一次入試，私学助成の法制化，それから次ぎに見
るような高等教育拡充の抑制と,つぎつぎ現実のものとなっていることは，
注目に値する。
このなかで，高等教育の量的拡大については，1975年から84年までの６０
年間として，前期と後期に分けた計画の策定が提案されている。すなわ
ち，前期５年間は，「政策の重点を質的充実と国公私立間の格差是正にお
くこととし，この間，大学の新設，学部学科の増設，入学定員の増は，特
別の部門……以外は，国公私立を通じて，認可しないこととする」とし，
後期は，文部省の策定する「高等教育機関地図」にもとづいて，「全国各
ブロック内における進学機会の格差や学問分野の不均衡を是正するため，
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大学の学部学科の整IWi計画を推進する」とされている。
ここにいう「特別の部門」は，「国公立の医大，教員養成大学院大学，
技術科学大学院，体育大学，医療技術系・社会福祉系専門家養成のための
高等教育機関，その他政策的に要請されるもの」となっているが，こうし
たもの以外は，国公私立を通じ，「強力な行政指導によって抑制する」と
いう考え方が明確に出されている。
このような自民党の改革案は，その後の懇談会の論議に重大な影響を与
えたものと思われる。ただ，７５年春の第３次報告は，さきにもふれたよう
に，簡単なものであるが，次年度の検討のさい留意すべきこととして，い
くつかの点が挙げられている。たとえば，大学・短大，高専のほかに，放
送大学，大学通信教育および高等教育レベルの各種学校も含めて今後考え
てゆくこと，６１年までを前期と後期に分け，前期は質的充実に重点を侭く
が，18歳人口が増加に転ずる後期には計画的な拡充を考えること，短大の
カリキュラムの制度的な弾力化(3)，高等教育レベルの各種学校についての
制度的な整備などである。
（３）これは76年に短大設腫基準の改正として実現された。
７５年幕の中間報告および76年春の最終報告は，「高等教育の計画的整備」
と題され，前にもふれたように，これ主であった「拡充」が消えた。し
かも，計画は80年までの前期５か年計画ということになった。これまで８６
年を目途に検討を重ねたが，諸般の事情を見れば,きわめて流動的であり，
１０年先までの計画は困難ということであろう。大卒者の労働市場はきびし
くなっているし，国民の進学志向も，国民経済の動向も，明確な見通しは
立てられない。そこで，８０年までの５か年計画となったわけである。
この報告では，８０年における進学率を大学・短大・高専あわせて40.3％
と見ている。高専は４年次在学者をもって入学者数とするが，これは0.5
ないし0.6％の進学率ということになるから，大学・短大の承では39,8％
程度になる。
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前に見たように，中教審答申では，８０fFにおける進学率を大学・短大ふ
くめ47.2％と推算していた。これがその５年後の懇談会報告では40％を下
回っている。この間，石油ショックがあり，低成長経済という新しい局面
への突入があったのであるが，ともかく，これまでのような進学率の大幅
な上昇が今後も続くとは，必ずしも考えなくなったわけである。
図１で見るように，各年代の人口の推移は明らかであるから，８０年の進
学率を40.3筋とすれば，進学人口はすぐさま算出できる。すなわち約64万
人である。７５年の入学者数が60万8000人であるから，７６年から80年まで
の５か年間の要拡充数は約３万2000人となる。これを実現するため，毎
年国立については2000人，公立については300人の増員を行なう。私立
については，定員増として毎年2500人，Ⅱ水増し〃も含めた実人員で3000
人増，このほか初年度については，すでに申請して認可というところなど
もあり，過渡的な措置として5000人をこれに加える。そうすると，５年
間に国立１万人，公立1500人，私立２万人で合計３万1500人ということ
になる。
この間，７５年には大学・短大あわせ1.79倍という私立の’'水まし〃の是
正をはかり，質的な充実を行なって，８０年には1.5倍程度にまで下げよう
という。
ちな象に，学生増が激しかった昭和40年代の年平均増加数は２万6503
人であったから，この時期の１年分より若干多いものを５年分としたわけ
で,きわめてきびしい「抑制」と一般に受けとめられたのは当然であろう。
地域配置についていえば，東京都23区その他の政令指定都市およびエ業
(場)等制限区域では，原則的に新増設は認められない。そして地方での拡
充により，地域ごとの収容率の格差を縮小しようとする。ただ，この地域
区分については，従来関東とか近畿とならんで一つのブロックとなってい
た甲信越・北陸を分けて,関東と近畿に含ませることにしている。従って，
関東や近畿という収容率の高い地域は，これまでの区分の場合よりも，低
い数値となる。
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つぎに，国公私立の比率の是正であるが，第２次報告でいうような大幅
な是正は到底不可能である。上記のような増員計画でゆけば，７５年には国
公立17.5：私立82.5であった入学者の比率が，８０年には18.5:８１．５にな
るという。わずか１％の是正ということになる。
以上が懇談会の最終報告の骨子であるが，見られるように，地域配置お
よび設立者別のアンバラソスについては，何がしかでも是正が計画されて
いる。しかし，もう一つの重大問題である専門分野別の学生構成の是正
は，ついに取り上げられていない。というより，取り上げることができな
かったといった方がよいであろう。この問題については，先にも見たよう
に，せいぜい社会科学系の少ない地方の国立大学では重点的に経済学部や
法学部を新設するという程度の計画しかない。今後の高等教育計画，ある
いは高等教育地図をつくる場合に，最大の難問は，著しく社会科学系に偏
している私学をどのようにしたらよいかという問題である。前に見たよう
に，中教審答申では，既設の大学の改革を重視し，強力な指導性によって
年次計画を実現すべしというが，大学の自治という問題もあり，結局掛け
声倒れとなっている。
つぎに，この報告で欠落しているのは，計画を遂行するための所要経費
の推算である。そうした具体的な裏付けなしには，計画は文字通り空中楼
閣に終りかねない。７５年末の中間報告では，これが最終報告に入ることと
されていたのであった。中教審答申でも，懇談会の第２次報告でも，こう
した推算は一応なされていたのである。
さらに，残された最大の問題は，今後の大衆化された大学をどのような
ものとして考え，そのなかでの国公私立の役割をどうするかという，馴質〃
の問題である。筆者の属する国庫助成に関する私立大学教授会関東連絡協
議会では，懇談会の主査である天城勲氏を招いて，研究会を行なったこと
があるが，その際，天城氏は，この質の問題についての論議をはじめたと
ころ，百論百出という状況で，とてもとりまとめなどできようもなく，本
質的な問題ではありながら，この報告ではふれることができなかった，と
9３ 
いっている。
筆者が別のところで検討を加えている(4)ように，私大へ経常費補助の発
足，その拡大も，大学とは何か，そのなかでの私学の位置づけをどうする
か，といった質の問題を不問にしたままのものであった。量は一定の質を
前提としてはじめて意味をもちうるものなのに，質の問題はついに欠落し
たまま今日に至っている。
（４）拙著「教育経済論序説一私立大学の財政一」（1978，東洋経済新報社）第
６章第１節および前掲「私学助成の思想と法」第２章。
もっとも，これは，きわめてむずかしい問題であり，しかく明快な答え
の出るものではない。従来の国庫助成運動も，この点を明確にしないまま，
おおかた高等教育のなかで私学が占める大きな比重だけを強調して進めら
れてきたのが，現実である。私たちは本稿の末尾でこの問題に立ち返るこ
とになろう。
4． 
さて，７６年春の最終報告をうけて，第２次高等教育懇談会が発足する。
ここでは，第１次の懇談会の報告で欠落していた'１質〃の問題を取扱うこ
とになっており，一般教育の問題とか，大学院問題とか論議されたようで
あるが，一方18歳人口は81年以降増加に転じ，８６年には最低時の76年より
も32万人多い186万人になるという差迫った事態を目前に控えている。こ
のための後期計画をも検討せざるをえない。しかしながら，第２次懇談会
発足後ほどなく，行政管理庁から，大学設置審議会という既設の公的な機
関があるのに，懇談会があるのは屋上屋を重ねるものとのクレームがあっ
たようである。このため，大学設置審議会のなかに，大学設置計画分科会
（以下分科会）を設け，とくにこのなかの高等教育計画専門委員会で懇談
会の論議を引き継ぐことになった。
以前大学の新設や学部の増設は，１年審査であったが，新増設抑制の方
９４日本の高等教育計画
向がとられた76年から，２年審査となった。このため，一応前期計画が終
って後期計画に入る81年に新増設を計画している大学や学部については，
前を年，すなわち79年の７月31日までに届出が必要である．従って，後期
計画もこれ以前に基本的な内容は発表されねばならないというわけで，こ
の年の６月，まず専門委員会から中間報告があった。ついで同年12月，大
学院問題とか経費の推算などが付け加えられたが，そのほかはほぼ中間報
告と同じ内容のものが後期計画についての最終報告として分科会から発表
された。これらの報告は，マスコミをはじめとして一般に，「抑制政策｣，
それも前期５年よりもきびしい「抑制政策」と言われている。
前出図１を見るならば，1966年に高校を卒業したベビーブームの世代
は，249万である。ついこの２年前はこれが140万人であったことを思え
ば，この世代の行くところ，小学校から大学まで収容力の増大がどれほど
大問題になったかがわかる。この世代以降，１８歳人口は年を歳々減少し続
け，７６年の154万人という最低まで，１０年間に100万人近い減少となってい
る。
ついでにふれておくが，図１に大学・短大への進学率が示されている。
｣二記の10年間,進学率は毎年２影から３影前後の増加を続け,66年の16.1％
から76年の38.6％と２倍以上になった。この進学率は，１８歳人口，正確に
いうなら当該年の３年前の中卒者数でその年の大学・短大への入学者数を
除した数値である。従って，」1記の進学率の急増には，分母になる18歳人
口の激減が一つの大きな要因としてあったことが，考慮されねばならない。
それはともかく，154万人にまで減少した18歳人口は，８０年までは増減
はあるが，ほぼ150万人台で推移する。そして，その後は増加へと転じる
が,､84,85年は一旦減少している。とくに85年は前にもふれたように丙午
にあたり，156万人と，最低であった76年に近いところまで低落する。そ
の翌年の86年は186万人と，一挙に30万人も増大することになるのである。
前期の５か年は，１８歳人口が若干の増加はあるがそう大きな変動はな
い。そうした状況のなかで，５年間に３万1500人の増員計画であった。
図１高等教育の規模等の推移
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大学設題審議会大学設置計画分科会報告(1979,12)による。
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ところが，分科会の報告では18歳人口がかなり大きな増加を見せる81年か
ら86年までの６年間について，４万人の増員計画である。このため，前期
よりもさらにきびしい「抑制政策」と言われたのであった。
８６年の18歳人口186万人，細かくいえば表６に見るように185万9000人
に対して，収容力，すなわち進学者数は68万人と見込まれている。従って
進学率は約36.58＄(1)になる。これには商専も含まれているから，それを
除けば，大学と短大だけではほぼ36影というわけである。筆者は２年前，
前掲の拙著『教育経済論序説」のなかで，「いずれ高等教育懇談会も86年
の進学率を40％よりかなり低目に是正せざるをえないであろう｣(2)と述べ
表６．大学等に係る地域別の整備規模と収容力の目途（試算）
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980手度の収容力は，前期計画が目途
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4.1986年度の収容力は’1980年度の収容力の目途に後期計画における拡充見込数を加算したものである。
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だが，事実その通りになったわけである。
（１）分科会報告では端数は切り上げて37％となっている。なお本節の引用およ
び付表は特記しないかぎり分科会報告による。
（２）同書ｐ､244．
ただ，この進学率について，天城勲氏は，１８歳人口は変動の大きいもの
であるし，しかも今後は社会人入学も考えねばならない，さらに放送大学
や専門学校もあるから，１８歳人口に対して何％の進学率というこれまでの
考え方にはこだわらずに考えるといっている(3)。もしも社会人入学が今後
増大するならば，８６年に66万人という収容力の方は変らないから，これま
での考え方での18歳人口に対する進学率は36％よりさらに低下することに
ならざるをえない。
（３）教授会連合資料「今後の高等教育計画について」ＰP､８～９．
４万人の増員の内訳を見るならば，国公立の大学・短大については，前
期計画と同規模の年平均2300人（国立2000人，公立300人)，期間中合計１
万4000人（国立１万2000人，公立2000人）となっている，私立につい
ては，新増設その他定員増を伴う定員増の認可の目途は後期計画期間中
合計２万人程度であるが，帆水増し〃を含めれば，実員は２万6000人と
なる。
なお前期計画では私学のⅥ水増し〃を75年の1.79倍から80年の1.5倍に
引き下げる計画であったが，すでに79年には1.43倍になった。後期計画で
は86年の目標を1.3倍としている。
この拡充は大都市圏では抑制され，地方を重点として行なわれるが，今
後18歳人口が増加するのは大都市部が主体であり，後期計画の６年間の増
加27万4000人のうち，南関東と近畿で19万3000人と，その７割近くを占
めている（表７)。このため，関東，甲信越の18歳人口に対する収容力の
比率＝地域収容率は，８０年の57％から46％に，北陸・近畿のそれは50％か
ら42％へと圧縮される（前出表６)。この点については，分科会報告でも，
「18歳人口の動向からして，大都市の収容力は相対的に縮小ざれざるを得
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表７．１８歳人口の地域分布の推移
(千人八％)）
1975 8０ 8６ 9１ 9５ 
北海道’８７（5.5)’８３（5.2)’９０（４８)’９５（4.6)’８４（4.7）
Ｕ)１１４９（８－(］ 
ｍｌＲ４ [遇（５－m
謡Ｉ８尼
狂１１６８（１０．６)｜IＲＣ ロノＩｚ４ｂ（１２．０】１２１０【IＬｆｌ
､)１３６９（１８０)１３０m 
千Ｕ圧 、)｜］（
四厘
５５(100.0)11,585(100.0)'1,859(100.0)'2.052(100Ｃ ＩＤ＿ 
(再掲）
蕊蕊計数'492(31.0)'580(3戯6)'773(』L6)'913(“5)'738(41.6）
注）１．１９８０年度以降の欄に掲げた数は，人口の社会移動を見込まずに推計したものである。
２.「南関東」は，埼玉，千葉，東京，神奈川の各都県，「近畿」は，滋賀，京都・大阪，兵庫，奈良，和歌山の各府県をいう。
ない。しかし，本分科会としては，困難な課題であることを十分意識しつ
つも，大都市の過密化の防止や大学等の適正な地域配置の観点から，大学
等の大都市への過度の集中を引き続き抑制し，地方において整備を進める
方針をとることとする」といっている。
分科会報告での「抑制」に次いで，強調されているのは，「多様化」で
ある。３７％とか38％とかいう進学率だけ問題にするのではないという考え
方にすでに現われていることであるが，大学・短大，高専の柔たらず，放
送大学，大学通信教育から専門学校も含めて考えようというのは，「中等
後教育」（postsecondaryeducation）という世界的な潮流と軌を－にする
ものであり，その限りでは当然である。さらに，前期において必ずしも十
９８日本の高等教育計画
分でなかった大学間の単位互換趾短期大学の教育内容の弾力化，さらに今
後設置される放送大学での単位の累積加算制など，高等教育の構造の柔軟
化，流動化の推進が提唱される。
こうしたことは，それだけ切り離して考えれば，至極当然のことである
が，問題は，高等教育に限らず，日本の教育の各段階が経済に従属した'も
のであり，「学生が生まれながらにもつ能力を開発することよりも選抜の
方を重視｣(4)している以上，そこで要求されるのは，教育の中身ではなく，
パスポートである。そうであれば，たとえば大学間交流なども，文部省が
「笛吹けど踊らず」という事態になっているのは，当然である。また,
「多様化」が差別・選別の具となってしまうことは，すでに高校段階で明
らかになっている。
（４）ＯＥＣＤ教育調査団「日本の教育政策」1976〆朝日新聞社，ｐ･１０．
ともあれ，このようにして，分科会報告は，懇談会報告でなお考えられ
ていた後期での拡充整備という考え方をやめ，前期に引き続いて量的な拡
充より質的な充実に重点をおくという’１抑制〃の方向を打ち出したわけで
ある。これについては，’8歳人口がかなり大きく増加するから「圧力釜に
ブタ」の類で，浪人があふれて社会不安ともなると批判の声も強い。たと
えば，韓国では，1960年後半から70年代にかけ，制抑政策を続けてきたた
め，日本の浪人にあたる再修生があふれ，一時は暴動直前のこともあった
という。このため,79年に定員拡大路線に転じ,専門学校の大学昇格などに
よって，７８年の定員７万6000人を一挙に18万2000人と２倍以上にした(5)ｂ
こうした例がつい近くにあるのに，日本もその轍を踏むことも予想せず，
あえて抑制政策を続けることにしたのであろうか。
（５）この間の事情については，馬越徹「鰍国における大学生定員政策」広島大
〆学大学教育研究センター「大学論集」第７集，1979,ｐｐ､８１～104参照。
これについて，報告はまず，最近の進学動向が停滞を見せてきたことを
指摘している。すなわち，高校進学率は全体としてはやや頭打ち傾向には
あるものの，これまで低率であった県の上昇があり，毎年ゆるやかながら
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上昇を続け，７９年には94％に達した。こうしたいわゆるプッシュ要因があ
るにもかかわらず，最近の大学・短大への進学率およびとくに進学志願率
は表８および表９で見るように低下傾向にある。これに対して76年に発足
した専門学校への進学率は年点上昇し、またこれまで年為２～３％減を続
けてきた高卒者の就職率も，７６年以降減少傾向が止まり，４２％台で推移し
ている(表10)。一方わが国の経済をとりまく環境は，新卒者の雇用動向を
含め，なお厳しいものがある。こうした状況が今後も続くかどうか即断は
困難であり，「今後の諸般の事情の推移を見定めて，’慎重な分析・検討を
行なう必要がある」という。そういいながら，「抑制」に踏糸切ったのは，
やはり上記の事態が今後も続くものと見てでなければなるまい。
筆者は他のところ(6)で，この問題について立ち入った考察を行なったこ
とがある。結論的にいえば，経済に従属した教育であれば，その基礎とな
っている経済の変化は教育の変化をもたらさずにはいたい。低成長経済と
表８．大学等への進学率の推移
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42`’ 33.11 
男
女 30.0 
17.8 
44.1 
32.4 
44.2 
33.5 
44.4 
33.7 
43.0 
33.3 
42.3 
33.3 計
葛ｉＴ面1万l３ａ３１３１２１３８２１３９ｐｌ３７Ｊ９１３７９－
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表９．高等学校新規卒業者の大学，短期大学への志願率の推移
1９７０１７５１７６１７７１７８１７９１８０ 
％ 
51.9 
17.1 
％ 
52.0 
17.5 
％ 
39.7 
11.1 
％ 
51.3 
16.8 
％’ 
49.71 
15.91 
％ 
49.3 
16.1 
％ 
48.9 
15.8 
１
 
男
女
大学
計’25.613451錘７１３４０１３２８’３２．７１３２３
181 24.31 
男
女 1.8 
16.4 
２，１１２．０ 
２３６１２４０ 2.0 24.2 2.0 24.3 1.7 24.5 短期大学
計’９．０’12.8113.0’１３．１１１３，１１１３．１１１３．４
【）１５４．０
、１４０．２１４０－４１４【
注）大学学部，短期大学本科へ願書を提出した者の実数による。同一人が２校
以上に願脅を提出した場合は，進学者については進学先の学校に計上し，い
ずれの学校にも合格しなかった者については，第一志望の学校に計上してい
る。
なお，表８，９とも，1980年度の数値は「基本調査速報」により算出。
表１０．高等学校新規卒業者の専修学校（専門課程）への進学率，就職率の推移
1970７５１７６１７７１７８，７９１８０ 
％％ 
％
５
３
 
０
●
 
４
９
 
％ 
1.5 
4.0. 
％ 
5.7 
10.7 
％｜ 
,:;’ 
％ 
6.5 
11.2 
男
女専修学校
(専門課程）
への進学率 2．８１６．６１８．２１８．５１８．８ 計
男
女 55,4 
６１．２ 
４１．１ 
48.0 
39.2 
４５．２ 
39.4 
45,6 
39.9 
４５．８ 
39.8 
45.6 
40.2 
45.6 就職率
計’５８．２１４４．６４２．２１４２．５１４２．９１４２．７１４２．９
注）1980年度の数値は「基本調査速報」により算出。
いう新しい局面のなかで，進学のＵターンは必至である。
（６）前掲『教育経済論序説」第７章第３節。
低成長経済にともなう国家および地方自治体財政の窮迫は，当然のこと
ながら,国公立大学の新増設や私大への助成を大きく制約せざるをえない。
１０１ 
－方国民の家計も厳しさをｶﾛえるな力､で，教育費の支出も従来通りにはゆ
かなくなる。最近顕著になった進学の地元志向も同様な要因によるものが
大きい。
また他方では，終身雇用，年功序列という雇用形態の変貌がある。これ
は新卒一括採用に，従って学歴社会の構造に影響せざるをえない。
７６年春，大学への進学者数は戦後はじめて3326人という減少を示した。
これに短大が10年ぶりの247人，あわせて3573人の減少である。この年の
進学率はこれまでの２～３％増から一挙に0.8％増という鈍化であった。
翌77年は，１８歳人口の増加があって，進学者数は大学・短大あわせて１万
6337人増加したが，進学率は0.9％低下して37.7％となった。さらに78年
は，１８歳人口が約２万人減少したため，進学率は０７％上昇したが，進学
者数は大学・短大あわせ，前年を上回る4737人の減少となった。
７９年には18歳人口がさらに減少したが，進学者数が大学・短大あわせて
２万2285人という大幅な低下を見せたため，進学率も１％低下という未
曽有の事態になってしまった。このため，前出表１，表２でも見るように，
大学の学生数は前年比約１万6000人，戦後はじめての減少を示し，私大の
比重も75％台に低下した。短大も6000人以上，１０年ぶりの減少である。
８０年は高専も含めた進学率が37.9％と横這いであったが，現役進学率は
0.1％減の31.9形で，７５年の34.2％から５年連続低下である。
こうした進学のＵターンは，従来進学志向の強かった大都市部で著しい
ことに注目すべきである。たとえば東京の浪人を含めた進学率は，７５年の
61.5％をピークに，年点ほぼ２％の低下を続け，８０年には52.6％になっ
た。現役の進学率も77年以降，その進学志願率も76年以降，着実に低下し
ている（表11)。
この間，各種学校や専門学校への進学増は目ざましい。たとえば，７８年
の場合，現役での大学・短大進学者は１万0081人減少したのに，各種学校
等への入学者は逆に２万0587人増加した。また翌79年にも同様，前者は１
万4442人減少したのに，後者は２万1106人の増加という好対照であっ
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東京都進学率等推移表１１
(％） 
ＯＩＩ、Ⅱ’－－－－０－凸！ⅡⅡⅡ１０Ｉｒ－ｂ０ＩｊＩＩ－Ｉ４０ＩｒＩ１ⅡＩ凸９
7７１７８１７９１８０ 1975 ７６ 
浪人を含む進学率
現役進学率
現役進学志願率
53.0 
37.1 
59.7 
52.6 
36.6 
58.4 
55.7 
38.3 
60.2 
57.4 
39.3 
61.7 
61.5 59.6 
40.3 3９９ 
62.3 62.5 
注）東京都人口統計課調査による。なお進学率は，当年の東京所在高校卒業者
（浪人を含む）中大学・短大へ入学した者の数を３年前の中学卒業者数で除し
た数であるが，東京の私立高校は他府県の中卒者の流入が多いので，実態より
高い数値となっている。
た。８０年には18歳人口の増加があって前者も3881人増加したが，後者はこ
れを大きく上回る１万3501人の増加である。とくに東京ではγ男子につい
ては，これまで後者が前者を下回っていたのに，７９年には前者の２万3268
人に対し後者が２万4158人と，逆転するに至った(7)。
（７）ここにいう各種学校等とは，専修学校，各種学校または公共職業訓練施設
等をいい，各種学校のなかには予備校も含まれている。しかしながら，たと
えば東京の場合，公立高校卒業者の浪人率（在宅ｏ予備校計）は，表12で見
るように，低成長経済のなかで減少傾向にあり，これを考慮しても進学の流
れの変化は否めないものと思われる。
７９年の春，国公立の共通一次入試の実施にともない，私立の併願が増加
して，受験者数は激増するものと予想された。しかしながら，現実は逆
に，大手私学を中心に軒な糸大幅減少であった。８０年春も同様である。し
かも，８０年春は高卒老数が昨年より１万6156人増加しているにもかかわら
ず国公立大学共通一次入試の現役出願者数も昨年の22万8987人に対して２２
万4314人と,,逆に4673人の減少を見た(8)。
（８）文部省大学課調べ，なお，文部省の「基本調査」（および同速報）では，
高卒者の大学･短大入学志願者数は，８０年に前年比3940人増えているから，
併願率が落ちたということになる。
表13を見れば，７６～79年の間定員で見た要拡充数は，実績が計画を大き
く下回っている。さらに表14による実数では，この間75年に対し国公私立
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表１２．東京都公立高校卒業者浪人率推移
(％） 
年度’浪人率｜|年度｜浪人率
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６
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７
７
７
７
７
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１
 29.8 
300 
289 
27.7 
28.5 
26.2 
注）東京都教育序調査課調べで各年３月卒業者中浪人になった比率。
表１３．段瞳者別整iii状況（入学定員）
１９７６１７７１７８１７９１計
;:il1l駕罰 人4,000 3,420 人4１８００ ２，９９８ 人24,200 20,355 計|前期計画の拡充見込数実綾
:僅鋼計……綴 2,000 1,342 2,000 2,010 2,000 2,140 2000 1,718 2,000 7,210 
鍜鬮……籔績 3001 2301 ００ 釦７ 300 140 300 ４０ 1,200 ４８０ 
７，５００１２，５００’ 
8,000’２，３７５１ 
私|前期計画の拡充見込数
立実綴 2,50012,500115,000 1,05011,240112,665 
注）私立にあっては，実員の定員化に係るものを除く。
あわせて２万6200人の増加が見込まれていたが，実績は１万4578人の減と
なっている。実に４万0778人という大差がある。７９年の入学者数が59万
3283人であるから，８０年のそれが計画の40.3％に達することはもはやあり
えないと予想された。現実には18歳人口が約３万人増加したが，これに見
合う進学者増があったため，前にふれたように，高専含めた進学率は前年
と同じ37.9％となった。進学者数は59万9410人で，７５年比8451人減，３万
1500人増の予定に対してやはり約４万人下廻っている。
こうした状況があるのに，たとえば第３次全国総合開発計画，いわゆる３
104日本の高等教育計画
表１４．入学者数の推移
19741７５１７６１７７，７８１７９ 
人
593,283 
△22,333 歌|維鰯loi9:!；j`鰯tIy鏑.\::！＃ 人615,616 △５，３４３ 
,Ｉ `，鰯’ 94,294 ２J２９０ 恩|維鰯 92,004 １，９２９ 90,075 ２'４２２ 86j９６３ ２j７７２ 84jl91 4285 
卜嘩： 2oIiiL19::！ 鍬繕鋪 19,888 ３８８ 19,568 ３９７ 19,171 １９１ 
||f，露::|圖蝋|蝿： 479’２３９ △２４，３２１ :|鰄鰯|鰯:'5鰯：
注）入学者数は，大学，短期大学の入学者数と高専第４学年在学者数の合計であ
る。
全総が，８６年の高等教育進学者数を約80万人，９０年のそれを約100万人と
推定している(9)のは，理解に苦しむ。１８歳人口でそれらを除すれば，８６年
の進学率は43％，９１年はほぼ50％となる。８６年に43％の進学率を実現する
ためには，それまでの６年間に80万人-60万人＝20万人の拡充，すなわ
ち毎年約３万3000人の増員を実現しなければならないのである。これは前
に見たように昭和40年代の急増期をもこえる数字であり，まさしく夢物語
というよりない。
（９）国土庁『第３次全国総合開発計画」（1977）ｐ８６．
このようにして見るならば，委員会報告の「抑制」はけっして権力的な
「圧力釜にブタ」ではなくて，客観的な動向を見ながら出されたものと見
てよい。むしろ86年の36％という予想も，実際にはさらにこれを下回るこ
とも十分考えられる。筆者は1950年今後進学率はＵターンになるものと予
想し〔'0)，翌為年出された拙箸『学歴信仰社会』でも同様のことを述べた
が，事態は筆者の予想していた方向へ，一進一退しながら着実に進んでい
るようである。
（10）『中央公論」1974.11「学歴社会崩壊のきざし」
以上私たちは，分科会報告のⅡ抑制〃政策が一定の客観的な背景のなか
１０５ 
で出さｵLたしのであることを見た。こうした１１抑制〃に対し，激しい反対
論も出されているが，上に見たような今後の進学見通しを覆しうるような
検討は皆無で，せいぜい子どもを大学で進ませたいという親が50％とか７０
形とかいう意識調査を根拠にしているにすぎない。また，レジャーセン
ター''化している大学の現実に目を蔽って，大学を美化した幻想にいつま
でもしが糸ついているわけにはゆかないのである。
ただ，たしかに'１抑制〃は，これまでの自由放任に比べれば，高等教育
計画の第一歩ではあるが，それで尽きるものではない。とくに，中教審答
申もいうように，既存の大学をどうするかが，実は重大問題である。イギ
リスでは，大学数も少なく，拡充を含めた全体的な計画は可能であった。
日本の場合は，はじめに見たように，無政府的な私学の膨脹があり，専門
分野別学生構成も，社会科学系が半数に近いという異例な姿になってしま
っている。これをこのまま前提して，計画は立ちようがない･
たしかに医学部などは，沖縄を最後に国立大学での墹設が進められるな
かで，無医大県も解消し，人口10万人に医師150人という目標も遠からず
達成されるという。こうした部分や教員養成などはある程度の計画が立て
られるが，工学部でさえ，経済の変動に左右されるから，確実な見通しを
もつ計画は困難である。まして文科系，とくに社会科学系になれば，帆パ
スポート授与場〃としてでなく,文字通りの高等教育機関ということでは，
現状は過多といわれざるをえないが，それではどれだけが適正かというこ
とになれば，これも難かしし､問題である。
いずれにしても，’１野放し〃に拡大された私学は，ひとまず何らかの再
編の過程を経なければ，計画の立ちようもない。現在進行しており，今後
も加速するものと思われる高等教育進学のＵターンは，この再編をおし進
めるものとなろう。
ただ，学歴社会があるかぎり，依然学ぶことより大卒のパスポート取得
が進学の目的となる。筆者が前掲拙著「学歴信仰社会」で考察しているよ
うに，大学とか高校とかいう学校段階による「タテの学歴主義」は急速に
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崩壊するであろうが，指定校制度に見るような「二コの学歴主義」は容易
に崩れないものと見られる(｡。従って,自民党の教育改革案がいうように，
大学卒という資格自体を廃止することが必要となろう。
（１）同醤ｐｐ２４３～249，なお，最近小池和男・渡辺行郎障歴社会の虚像」
（1979，東洋経済新報社）での，たとえば，上場会社の課長輩出率によりな
がら，東大をはじめとするいわゆる銘柄大学出身者が必ずしも昇進などで有
利ではなく，日本はむしろ実力社会であるという論議が多々ある。この課長
輩出率の算出は，私学の'１水増し〃を考慮に入れないなど重大な欠陥があ
り，これらについては稿を改めていずれ検討する予定である。
日教組の委嘱をうけた大学問題検討委員会は，1977年９月から79年６月
まで，さきの教育制度検討委員会では検討が不十分であった大学問題につ
いて論議を重ね，その結果を『日本の大学－その現状と改革への提言」
(1979,勁草書房）にとりまとめた。このなかでは，たとえば,大学政策や
計画の樹立・策定のため強力な権限をもつ仮称「全国大学委員会」の設置
が提唱されている(2)。
同書ｐｐｌ７８～180.
しかしながら，ここでも実は，大衆化された大学をどのようなものとし
て考えるかという’１質〃の問題が，決定的に重要な問題である。これにつ
アカヂ目ツルゴ&ニニテイいてl土，同委員会としては，「知的探求共同体」とし，「４年制をとろう
と，大学院を備えていようと，そうでなかろうと，また２年制の短期の大
学であっても」同様といいながら，依然「大学の学問研究は，それぞれの
専門領域での基礎研究・原理研究を基本とすべきであろう」という(2)。
（２）同上，ｐｐｌ５８～168参照．
この問題はきわめてむずかしい問題であるが，国庫助成に関する私立大
学教授会関東連絡協議会のなかに設けられた第４専門委員会は，１年有余
にわたり論議した結果，筆者の私案を「大学の未来像に関する－試案」と
して発表している(3)。ここではこのなかから，やや長文になるが「大学の
未来像および関連諸問題，未来像へのステップ」と題する部分をつぎに紹
１０７ 
介して，今後の検討の素材に供したい。
（３）同連絡協議会編『二十一世紀の大学」（1968,時事通信社）ｐｐ２０９～218.
大学の未来像および関連諸問題，未来像へのステップ
(1)大学院,大学,短大，専門学校などの区分をやめ中等後教育として統
一する。たとえば技術と学問の違いはあるのか，あるとすれば何のためか
再検討の必要がある。専門分野，程度により，年限はいろいろあってよい
が，それは決してランクのちがいではない。フランスでは大学の文理が３
年，法経が４年，薬学が５年，医学が６年となっている。
(2)(4)によって肩書がなくなれば無選抜入学が可能となろう。さしあた
り，学びたい者を最大限に迎え入れる方向で，高校以前にエヅセンシャ
ル・ミニマムができていれば(9)，入試は不要かせいぜいクジびきでよい。
特に高校での学力重視は，一定のイソテンシプな訓練を必要とする遠山啓
氏のいう「教習所型大学」ではともかく，おおかたの文科系のような「劇
場型大学」では不要であり，国際キリスト教大学や宮城教育大学のような，
高校の教科にとらわれない入試は，こうした方向へ向けての試象として参
考にしてよい。また25歳以上で４年以上の実務経験のある者はフリーパス
というスウェーデン方式を夜間部の一定部分に適用することや，ほんとう
に学びたいというニセ学生を名目的な手数料で公認する（聴講証明が必要
なもの，たとえば教職などについては区別して考える）ことなどは，教師
の発想の転換さえあれば直ちに可能である。総じて大学改革の最大の障害
は教師である。
(3)専門があるから中等後教育は存在意義をもつ。しばしば問題となる医
師の人間性とか教師の指導性，温かさなどは，あらゆる職業に，むしろ社
会生活に必要であり，また基本的には高校期以前に滴養さるべきものであ
る。それらと市民にとり必要な一般教育は高校までとする(9)。中等後教育
での専門が視野の狭い専門バカにならないために，高学年でそれを他の分
野から見直し，位置づけるものとして一般教育が必要とされる。専門を軸
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とした一般教育である。現状のように学生が動機づけをもたないまま入学
する者が多い場合は，現実の生たしい問題（たとえば公害論,大学論など）
をぶつけて触発し，問題提起をする場としての特に総合講座が重視されね
ばならない。外国語（技術としての）や体育は存在意義を再検討すべきで
ある。
(4)卒業制度を廃止すること。自民党の高等教育改革案（1974年）でも卒
業制度の再検討，学士等の資格賦与廃止がとりあげられており，日教組の
教育制度検討委員会の第二次報告でも卒業制度の可否について検討を要す
るとされている。近くは社会党が国会でこの問題をとり上げるようになっ
た。
そこへ至るステップとして，①1977年の人事院規制の改正で専門学校卒
を短大扱いとすることになったが，さらに４年制のものは大学卒扱いにす
るなど,専門学校を格上げする，②大学間開放（単位互換）をおし進める，
③大学ごとの就職韓旋をやめ，窓口を国公私一本化するか，中高な承に職
安で扱う。
大学格差の本質は研究教育条件ではなく，経済とのつながりに根本があ
る。
(5)研究は大学の重要な機能であるが，大学の糸に限られたしのではない
し，個汽の大学学部の承に限局されたものでもない。学際的な新しい学問
が必要とされるようになった今日では，特に大学間，ないし大学以外とも
連繋した研究所。共同研究などの研究体制が確立されねばならない。現実
の研究もそうした方向のものとなっている。
(6)研究者を含めた後継者養成は必ずしも大学院に類する制度的なものに
とらわれる必要はない。たとえば医者の場合のように，部門によっては労
働と教育の結合による徒弟制度的なものが再検討されてよい。
(7)国公私立を一元化し，地域・専攻分野なども含めた高等教育計画が一
定程度必要である。しかし，医歯系や教員養成のような専門職については
ある程度可能であるが，工学などになると経済によって左右され計画は立
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ちにくい。劇場型ではなおさらである。いずれにしても，もっともむずか
しい問題は量的にも質的にも多くの矛盾を内包したままふくれ上がった私
大である。計画の主体は国家ではなく，大学人の自主的ないわばＵＧＣ方
式が望ましいが，現状ではむずかしい。－度アメリカ式のスクラップ．ア
ンド・ピルドを経由する必要があるかもしれないし，現実もその方向へ動
いている。
(8)現行の私大助成方式は再検討する必要がある。経常費助成は私大の位
置づけ，さらに大学とは何かという質的な確認しないまま，いわば「どさ
くさまぎれ」に始められ，年々拡大されている。このため一方では２分の
１めざして増額されながら，他方では旧態然たる財団法人の思想による
「健全財政」が要求されており，学校法人会計基準も私学振興助成法も同
様な矛盾をもったままである。「公共性」と「私事性」の矛盾といってよ
い。一般助成は基本的に頭かず方式で，超健全財政大学に膨大な補助が交
付されるなど矛盾が集中的に現われている。一方，特別補助はまた，大部
分が大学院に対するものであるほか，「特色ある教育」による財政誘導の
危険がある。
したがって機関助成は，むしは特別補助に部分的にある身障者,夜間部，
通教（勤労学生)，開放講座，学費の低いところなどのほか，地方の大学
（1974年私学振興方策懇談会報告にある）など「開放度」に応ずるものの
承にとどめ，大半は中等後教育全体にわたり所得に応ずる学生への直接補
助とすべきである。この点アメリカの補助方式が参考になる。
いずれ，国公私立によってめざす研究・教育に相違はないし，国公立と
て独自性がなくてもよいというものではないから，設置者区分は廃止せね
ばならない。
(9)大学の未来像を実現するための決定的な鍵は，高校以前の教育にあ
る。
(2)とも関連して，小中では教科およびその内容の徹底的な精選により社
会で生きてゆくためのニヅセソシャル・ミニマムを，障害児等といえども
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身につけさせる。この場合のエッセンシャル・ミニマムとは何かは，むず
かしい問題であるが，単に読象書き算といった知的なものだけでなく，判
断力，表現力（作文・芸術の重視)，創造力肝感受性等も含象，「精選」は
単に時間数をへらすといったものであってはならない。総じて現行の指導
要領における「教育者」的姿勢や，学者の「縄張り」意識は根本的に批判
されるべきである。高校の教科はすべて選択とし，自分がどのように生き
ていくのかという人生観，世界観を養うためのさまざまの体験（特に労働
体験）をさせることが重要である。今日のようにＴＶや本など多くの手段
で知識獲得が学校以外でも可能になり，むしろそれらのほうが時には効率
がよいというようになると，学校は学校でなければできないことは何かを
考え直す必要がある。特に高校はさしあたり「父母の要求」に名をかりた
受験教育をやめ，教師は「進路指導」という名の「輪切り」「手配師」の
仕事をやめるべきである。子ども一人ひとりを大切にした教育と受験教育
は決して両立しえない。（一部省略）
見られるように，現在の大学設置基準や短大設置基準のワクに縛られた
大学・短大から見れば，現実離れと受けとめられるような内容である。し
かし，世界的な時の流れは着実にこうした方向へ向かっているし，日本の
大学の硬直性は根本から再検討を迫られている。
こうした未来像に至るステップについては，上述のほか，次のようなこ
とも考慮されてよいであろう。
１．学歴主義の解消と併行しての大学間の単位互換，単位の累積加算
（ドイツの大学を見よ)。これはニセ学生の公認ともつながる。正規の場
合も，筆者の体験では他大学からの転部生など勉学に意欲的である。
２．設置基準の弾力化によるとくに文科系各学部・学科における学科目
履修の自由化。主専攻・副専攻制度の導入。
３．入試については，花園大学(4)のように，一般入試について論文の承
として,高校の教科にとらわれないところがつぎつぎでてきた。このさい，
、ｌ
立教大学の文学部では従来の入試（文Ａ）のほか，今春から，小論文の成
績のよいものを優先的に合格にする方法（文Ｂ）が導入されたが，これに
より全体の偏差値がかなり下がったこと(`)は，示唆的である。一挙に切り
かえが無理なら，社会人入学も含めたこのようなマルチ・チャンネル方式
をとる。高校からの推薦入学を導入するところがふえているが，これはむ
しろ受験戦争を日常化して，生徒に高校教師の目を意識させ，また高校間
格差を同定・拡大する。
（４）国庫補助に関する全国私立大学教授会連合縞「昭和54年度全国私立大学白番」ｐＰｌ２７～131.
（５）代々木ゼミナール「大学入試データリサーチ」ｐＰｌｌ３～114．
上記の教授会連合の白書は，これまでの’１泣きごと白書〃から脱して，
きびしい条件のなかでも,私大がどれだけ文字通り’１国民に開かれた大学〃
たるぺく，改革の努力を重ねているかという,'１改革白書〃である。このな
かに収録された各大学の改革のほとんどは，当然ながら現行学校制度のワ
クの中の改革であるが，一方上記の論文入試のように，そのワクをこえる
試承が散見されるのは，注目してよい。
法政大学経済学部は，1920年，法政大学が新大学令による大学として新
たに発足した際，設置された。創設60周年記念ということで，本論文集の
刊行のほか，学生の意識調査も行ない,現在その集計･分析の作業を進め
ている。そこでおそらく明らかになるであろうが，経済学部に在籍してい
るからとて，おおかたの学生は，必ずしも経済学を学びたいとて入学した
のではない。そうした学生たちに経済学を，経済原論，経済政策，経済史，
財政学etc．と無理矢理つめこむ必要が何故あるのであろうか。そこに授
業課目があり，個々の教師がその課目に関連した研究をしているからとい
う教師の立場からだけでは，授業は学生にとり，単位かせぎの手段にしか
なりえない。
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現在法政大学は創立100周年を迎え，町田移転問題という，今後の運命
を左右する重大問題に直面している。そしてこれまで見た低成長経済下の
進学のＵターンは，今後大学の真価を問うことになろうが,それはとくに，
経済学部のような社会科学系の帆劇場型大学〃でそうであろう。広島大学
の喜多村和之氏は，’１教育〃が何屯のかを付け加えるものとするなら，老
若男女の不器用者集団に最低限の運転技術と交通社会のモラルを身につけ
させている自動車学校と，選別・通過の場でしかない大学と，いずれが
'１教育〃を行なっているかという痛烈な告発を行なっている(6)。私たちは
本稿で国の側の高等教育計画を検討し，そのなかでⅡ大学とは何か〃とい
う１１質〃の問題に行きついた。本学部も60年という一つの区切りを迎え，
自動車学校をこえる質的な転換(7)をすべき時機にあるのではなかろうか。
（６）喜多村和之「誰のための大学か」1980，日本経済新聞社。
（７）「質的な転換」のための－つの試歌については，本誌第46巻第２．３合併号
所収拙稿「感動の記録と「法政ランチ｣－ある教育実践のなかから－」およ
び前掲「松山商大論集」所収拙稿参照。
（1980.9.1の
